
件 名 愛媛県港湾管理条例の一部を改正する条例

主 管 課 港湾海岸課

根拠法令等

【改正の概要】

県が一般旅客定期航路事業者に対 して行う支援 (港湾施設占使用料の減免)に 伴つて生 じる市町ヘ

の交付金減少を補填するための改正  【交付する根拠となる条文の追加】

附 則

2 平成 21年 4月 1日 から平成 22年 3月 31日 までの間に港湾施設を占用し、又は使用した海上運送法(昭

和 24年 法律第 187号)第 8条 第 1項 に規定する一般旅客定期航路事業者に対し、第 11条 の規定に基づ

き当該占用又は使用に係る占用料又は使用料を減免した場合における第 15条 第 2項 の規定の適用につ

いては、同項に規定する額に、当該減免した占用料及び使用料 (知事が定めるものに限る。)の 10分の

3に 相当する金額の範囲内で知事が定める額を加算するものとする。

※ 港湾施設占使用料等の徴収額×6/10 + 減免した港湾施設占使用料等の額×3/10

施 行 日 公布の日(平成 21年 4月 1日から適用)

【その他参考事項】

○ 愛媛県港湾管理条例 (抜粋)

(市町が処理する事務等)

第15条 地方自治法 鯉宣和22年法律第静号う第252条の17の2第 1項の規定に基づき、次に整!ずる事務 (この条例の施行

のための規則に基づく事務を含魂 )は 、県が管理する港湾の存する前町が処理することとする。 (以下省略)

IF)第 9条の2及び第10条の規定に基づく占用料、使用料及び土砂採取料の塾埋並びに当言痴数 に係る占用料、使用

料及び上砂採取料の県への払込みに関する事務

2 知事は、H腰 第 7号の規定により紙 為ミイ期又した占用料、■吏用料及び土砂採取料の10分のも1こ相当する金額の範囲

内で知事が定める額を、当該港湾の存する亜町に交付する…

愛媛県港湾管理条例の一部を改正する条例 改正附則 (昭和39年愛媛県条例第48号)

2 改正後の愛媛県港湾管理条例第15条第2項に規定する交付率については、同項の規定にかかわらず、当分の

甑ェ型分のoの範囲内において知事が定めること力`できる。


